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独法での
最終職名

取引高 取引割合

新適性診断システムを
運用管理するサーバー
(データセンター)の更
新に伴うプログラム改
修及び調達支援等

理事長
鈴木　秀夫

平成24年11月1日
（株）三菱総合研究所
東京都千代田区永田町
2-10-3

会計規程第34条第1項第
1号による随意契約（公
募）

28,067,550 28,044,450 99.9% ― ― ― ― ―

平成24年度自動車アセ
スメント試験用車両の
購入
(日産 ラティオ X 2
台)

理事長
鈴木　秀夫

平成24年11月9日

日産カレスト（株）
幕張ニューカーマー
ケット
千葉県習志野市芝園1-
2-1

会計規程第34条第1項第
1号
（注５）

2,940,000 2,920,000 99.3% ― ― ― ― ―

会計監査人との監査契
約

理事長
鈴木　秀夫

平成24年11月12日

有限責任あずさ監査法
人
東京都新宿区津久戸町
1-2

会計規程第34条第1項第
1号による随意契約（企
画競争）

5,250,000 5,250,000 100.0% ― ― ― ― ―

愛媛支所事務所借上
理事長
鈴木　秀夫

平成24年11月13日

（社）愛媛県トラック
協会
愛媛県松山市井門町
1081-1

事務所用建物の借上契
約であり、継続して契
約する必要があるため
（会計規程第34条第1項
第1号）

－ 1,625,400 － ― ― ― ― ―

平成２４年度「横滑り
防止装置の性能評価に
かかる調査研究」

理事長
鈴木　秀夫

平成24年11月26日

一般財団法人日本自動
車研究所
東京都港区芝大門1-1-
30

会計規程第34条第1項第
1号による随意契約（公
募）

14,154,399 14,151,879 99.9% ― ― ― ― ―

介護料支給システムに
係る運用、管理及び保
守

理事長
鈴木　秀夫

平成24年11月27日
日本ユニシス（株）
東京都江東区豊洲1-1-1

会計規程第34条第1項第
1号による随意契約（公
募）

1,441,230 1,435,140 99.6% ― ― ― ― ―

平成24年度自動車アセ
スメント試験用車両の
購入
(トヨタ スペイド F 3
台)

理事長
鈴木　秀夫

平成24年11月30日

ネッツトヨタ東京
（株）
新宿店
東京都新宿区新宿7-27-
19

会計規程第34条第1項第
1号
（注５）

4,920,000 4,762,500 96.8% ― ― ― ― ―

（注１）「当機構ＯＢの再就職に係る情報」の各欄には、契約締結日時点の情報を掲載しています。

随意契約の公表（平成24年11月）

別紙様式2－1　（第40条の4）

契約工事、物品等又は
役務の名称及び数量

契約事務権限者
役職・氏名

契約を
締結した日

契約の相手方の
商号又は名称
及び住所

随意契約によること
とした会計規程等の
根拠条文及び理由
(企画競争又は公募)

予定価格 契約金額 落札率

当機構OBの再就職に係る情報 当機構との取引に係る情報

備　考

（注２）「当機構との取引に係る情報」の「取引高」欄には、契約締結時点での契約先の直近の財務諸表の対象事業年度における当機構との取引高を、「取引割合」欄には、当該事業年度における
　　　　総売上高又は事業収入に占める当機構との取引高の割合につき、1/3以上1/2未満、1/2以上2/3未満、または2/3以上のいずれに該当するかを掲載しています。

（注３）単価契約である場合は、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注４）他の契約の予定価格を類推されるおそれがあると認められる場合は予定価格を非公表としている。
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（注５）試験車両の購入を随意契約によることとした理由
　　　　自動車アセスメント試験等の実施にあたって購入する試験車両は、一般ユーザーが実際に購入するもの同等でなければならないため、当機構職員が
　　　　身分を明かさず展示車又は在庫車を即時購入し、その場で車体及び試験対象関係部位にペイントでマーキングをすることにより、購入車両に対する
　　　　自動車メーカーの関与を排除し、公正性・中立性を確保していることから、競争を許さないため。


